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#

2. #
#

3. #
#

生活を支える社会保障制度（社会福祉） 

年齢 
誕生  

（０歳） 
就学前 

就学期 
（６歳～18歳） 

子育て・就労期 
（20歳～ 

40歳 60歳 
退職後 
（65歳～ 

70歳～ 

  保育所   介護保険     

  母子家庭等日常生活支援事業 高齢者福祉 

  里親委託     養護老人ホーム   

  児童養護施設     

  療育手帳         

  精神障害者保健福祉手帳     

  身体障害者手帳      

社
会
福
祉

 

障害者総合支援法による各種サービスの利用  
訓練等給付・地域生活支援事業・介護給付 

訓練給付：自立訓練・就労移行支援・就労継続支援（Ａ・Ｂ） 
地域生活支援事業：成年後見制度利用支援事業（後見・補佐・補助） 

法定雇用率  1.8%⇒2.0%（平成25年～） 

1.65% 

1.69% 

障害者雇用の状況 

法定雇用率達成企業割合 45.3%⇒ 46.8%⇒ 42.7% 

1.76% 
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生産活動、職場体験その他の活動の機会の提供、 
就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、求職活動に
関する支援、その適性に応じた職場の開拓、 
必要な相談、その他の必要な支援を行う。 

就労移行支援（雇用契約なし） 
(1) 単独で就労することが困難で、就労に必要な知識及び技術の 
  習得若しくは就労先の紹介その他の支援が必要な者  

就労継続支援A型（雇用型） 

就労継続支援B型（非雇用型） 
(1) 年齢や体力の面で一般企業に雇用されることが困難となった者  
(2) B型の利用が適当と判断された者  

(1) 就労移行支援事業を利用したが、雇用に結びつかなかった者  
(2) 特別支援学校を卒業して就職活動を行ったが、企業等の雇用に  
  結びつかなかった者  

N=373
:

233#
63%

39#
10%

#

26#
7%

7#
2%

45#
12%
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働いている 

休職中 

働いていたが辞めた 

働いていない 

主婦(主夫) 

学生  

軽症  中等症  重症  

就労状況と疾患重症度 
実際に就労している方たちの就労状況 

正規雇用（フルタイム会社員・自営業） 126 54.1 

正規雇用（短時間正社員） 7 3 

非正規雇用（契約社員・派遣社員） 28 12 

非正規雇用（パート・アルバイト） 44 18.9 

福祉的就労（授産施設・作業所など） 14 6 

その他 12 5.2 

不明 2 0.9 

実際に就労している方たちの就労状況 

就業者の雇用形態 % 
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125 

17 

2 

8 

64 

0 

1 

2 

8 

病
状
体
力
的

可
能

労
作 

軽労作 
（事務作業中心） 

中労作 
（立仕事中心） 

重労作 
（力仕事中心） 

軽労作（事務作業中心） 中労作（立仕事中心） 重労作（力仕事中心） 

実際に就労している方たちの就労状況 

可能と考えている業務と実際の業務 

72 

17 

25 

2 

100 

1 

0 

0 

身体障害者手帳 
受給している 

かつて受給していたが 
非該当・降級 

受給していない 

申請していない 

一般雇用枠 障害者雇用枠 

実際に就労している方たちの就労状況 

障害者手帳受給と雇用枠 
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0～199 
万円 

200～399 
万円 

400～599 
万円 

600万円～ 

一般雇用枠 

障害者雇用枠 

実際に就労している方たちの就労状況 

就業者の雇用枠別 年収内訳 
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休暇を取得しやすい環境 184 49.3 

職務内容の調整（力仕事回避など） 154 41.3 

医療面への配慮（通院・服薬管理など） 142 38.1 

勤務時間の考慮（短時間勤務など） 132 35.4 

人事管理面での配慮（配置転換など） 80 21.4 

相談支援体制の強化（健康管理など） 80 21.4 

配置転換に伴う訓練研修などの充実 41 11 

% 

実際に就労している方たちの就労状況 

就労に際して望むこと 244 

211 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とても必要 まあまあ必要 あまり必要だとは思わない 

どちらともいえない 全く必要でない 無回答 

就労や福祉の相談に乗って
くれるスタッフ 
自分の病気の情報が記載
された手帳や電子機器 
病気や普段の生活の相談
に乗ってくれるスタッフ 
専門施設を紹介する
パンフレットやＨＰ 

同病者が交流できる場 

日常的な不安や悩みの相談
に乗ってくれるスタッフ 

社会への要望 

(1) 通院休暇 
  通院 ために、年休・有給休暇を使用しなくてもよい。 
 

(2) 労働量 軽減と所得保障 
  たとえ 、体調にあわせて週４日働ける。 
  こ 場合 、残り １日分 所得保障が必要 
 

(3) 就労機会 増加と相談事業 
  そ 能力と適性に応じた雇用 場を提供し、 
  自立した生活ができるような社会 実現を目指す。 

障害者にとって最も現実的な支援   

仕事 量 軽減 図れるが、 
仕事 質 低下 認められない。 

• #

• #
#

• 
#

• #
#


